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⼈権研修の様⼦

⼈権への取り組み

⼈権に関する啓発と教育

 セブン&アイグループでは、すべてのお客様、お取引先様、地域社会の⽅々、職場の同僚などに対して、⼈権を尊重し、あらゆる差
別・偏⾒に気づき、差別をしない・させない・許さない、企業⾵⼟作りを⽬指し、さまざまな啓発活動と従業員教育を⾏っています。
 1987年から、東京に本社を置く企業を中⼼に123社（2020年7⽉現在）で組織されている「東京⼈権啓発企業連絡会」（加盟当時
名称「東京同和問題企業連絡会」）に⼊会し、毎⽉会議体へ参加することで、会員企業各社と相互研鑽しながら⼈権教育・啓発体制の
さらなる充実を図っています。

研修の実施

 セブン&アイグループ各社では、管理職からパートタイマー・アルバイトまで含む従業員に向け、基本的な⼈権の考え⽅、ハラスメ
ント防⽌等さまざまな⼈権問題についての啓発教育を⾏っています。加えて、セブン&アイHLDGS.では、グループ各社の教育を⼀層
後押しするため、⼈権啓発ハンドブック「学ぶことから始まるみんなの⼈権」や「ノーマライゼーションサポートガイド」を活⽤し、
従業員の理解促進を図っています。
 例えば、イトーヨーカドーでは⼊社時をはじめ、新店・地⽅店赴任時や、役職に合わせた教育内容で階層別に⼈権啓発研修を実施し
ています。⼈権問題が⾝近なもので⽇常⽣活の中にあることを認識させ、⽇々の⾏動に結び付けられるように研修内容にはパワーハラ
スメントやセクシュアルハラスメントなど、具体的な事例や最新の動向・話題を採り⼊れて実施。2020年度は、合計で17回、864⼈
が受講しました。
 ヨークでは、⼊社時の研修の中でノーマライゼーションの体験研修を取り⼊れ、⽬の不⾃由な⽅や⾞いすの⽅への介助⽅法などを教
育しています。そごう・⻄武では、⼊店時研修として新⼊社員やお取引先様の店舗従業員に対し、補助⽝の受け⼊れやユニバーサルデ
ザインの説明など、多様なお客様への対応に関する教育を実施しています。
 また、セブン＆アイHLDGS.では、サプライチェーン上の⼈権リスクなどの低減・緩和のため、お取引先様および社内の商品開発・
仕⼊担当者に向けた、コンプライアンス研修を⾏っています。

東京⼈権啓発企業連絡会の活動内容についてはこちら

お取引先様向けコンプライアンス研修についてはこちら
社内の商品開発・仕⼊れ担当者に向けコンプライアンス研修についてはこちら
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⼈権啓発標語の募集

 セブン&アイグループでは、企業⾏動指針に定められている「ひとり⼀⼈の⼈権が尊重される企業⾵⼟を創る」ために、パートタイ
マー・アルバイトを含む従業員と、そのご家族を対象に、⼈権啓発標語を毎年グループ内で募集しています。⼈権標語を考える過程に
おいて、従業員⼀⼈ひとりが「⼈権」と向き合う機会を作ることにより、⼈権に対する意識の向上を図っています。応募作品の中から
選考した優秀作品については、社内報や社内ポータルサイトなどを通じて従業員へ発表し、表彰しています。30回⽬となる2020年度
の応募作品数は47,130点と、例年同様、多数の応募となり、⽇常⽣活の中で感じたことからより広い視野に⽴って考えたものまで、
⼈権課題について改めて考えることの重要性を提起した作品が揃う結果となりました。

⼈権啓発標語募集のポスター

⼈権の尊重に関する評価

従業員エンゲージメント調査

 セブン&アイグループでは、セブン&アイHLDGS.およびグループ各社の従業員を対象に従業員エンゲージメント調査を実施していま
す。質問の中には、多様性の尊重や、職場で従業員の問題のある⾔動を⾒聞きしたことがないかどうか、などを問う質問が含まれてお
り、企業⾏動指針に定めている⼈権の尊重を遵守できているかを確認しています。2020年11⽉の調査では、国内グループ30社、約
82,000⼈の従業員を対象に調査を実施しました。次回は2021年度下期に⾏われる予定です。

従業員へのインタビュー調査の実施

 セブン＆アイグループでは、事業、または事業会社特有の⼈権問題を特定し、⼈権リスクの低減・緩和を⾏う⽬的で、⼈権啓発セン
ターによる店舗従業員のインタビュー調査を実施しています。2021年3⽉には、重度の障がいがある⽅の雇⽤を促進するために設⽴し
た特例⼦会社テルベの全従業員に対するインタビューを完了しました。今後も順次、インタビュー調査を実施する予定です。

従業員エンゲージメント調査の詳細についてはこちら
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お取引先向け「セルフチェックシート」によるアセスメント

 セブン&アイグループでは、お取引先様に「セブン&アイグループお取引先サステナブル⾏動指針」をご理解いただき、この指針の
遵守に必要な具体的事項を明記したお取引先様向けのセルフチェックシートを運⽤しています。セルフチェックシートの項⽬には、⼯
場で働く⼈が相談できる窓⼝の有無、⾃社の取引先に本指針の遵守を求めているかといった、⼈権の尊重に関する内容を含む61の項
⽬があり、回答内容はデータベース化して取り引き継続の判断材料にしています。

お取引先様アンケート

 セブン&アイグループでは、2016年度からお取引先様に対する当社グループの従業員の⾔動が、社是や企業⾏動指針に則ったもので
あるのかを確認するため、お取引先様が無記名でご回答いただく「お取引先様アンケート」を実施しています。2020年11⽉から12⽉
には、グループ各社合計で約8,300名のお取引先ご担当者様にご回答いただきました。

お取引先製造⼯場へのCSR監査の実施

 セブン＆アイグループでは、グループのプライベートブランド「セブンプレミアム」およびイトーヨーカドーの海外直輸⼊のお取引
先様の最終製造⼯場に対して、「セブン＆アイグループお取引先⾏動指針」への遵守状況を確認するCSR監査を実施しています。
 CSR監査では、「ISO26000」「経団連企業⾏動憲章」「OECD多国籍企業⾏動指針」などを参考にして、セブン&アイHLDGS.が独
⾃に作成した⼈権や労働環境などに関する監査項⽬（16の⼤項⽬と約140のチェック項⽬）に沿って、外部の審査機関がお取引先様の
⼯場を監査しています。2020年度は11か国の413⼯場に対してCSR監査を実施しました。

⼈権問題に関する相談窓⼝

 セブン＆アイグループでは、職場において⼈権問題が発⽣した場合に、グループ従業員とその家族、退職者が相談・通報できる通報
窓⼝「グループ共通ヘルプライン」を設置しています。また、国内グループ会社のお取引先様の役員、従業員、元従業員が相談・通報
できる通報窓⼝「お取引先専⽤ヘルプライン」を設置しています。通報窓⼝は、当社が業務委託契約および機密保持契約を結んだ第三
者の通報窓⼝を連絡先とし、通報・相談者のプライバシーを厳守しています。通報・相談があった場合は、必要に応じて相談者の同意
を得た上で、事実関係の確認を⾏い、問題が確認された場合は、是正措置を講じます。また、相談者本⼈および事実関係の確認に協⼒
した⽅に対して、不利益な取扱いをしないことを通報窓⼝の運⽤ルールで定めています。

お取引先向け「セルフチェックシート」の詳細はこちら

お取引先CSR監査の詳細はこちら

グループ共通ヘルプラインについての詳細はこちら
お取引先専⽤ヘルプラインについての詳細はこちら
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